
令和8年度 会社説明資料



⼭梨県建設技術センターは、
県や市町村が⾏う

建設⾏政を⽀援する
公益社団法⼈です。



⼭梨県および県内市町村等が実施する公共事業が円滑に進むよう、
その補完⽀援を⾏うとともに、
建設技術⼒向上のための調査研究、研修等を⾏うことにより、
⼭梨県内における良質な社会資本の整備と
県⺠福祉の増進に寄与すること

●公益社団法⼈としてのコンプライアンスの遵守

●業務を遂⾏する上での、公平性・中⽴性・守秘性の確保

●専⾨的技術⼒の習得・発揮

融和と協調を旨として、
進化する時代を先⾒し、
蓄積した専⾨的技術と知識を
もって社会に貢献する



名 称
所 在 地

連 絡 先
設 ⽴ 年 ⽉ ⽇
代 表 者
役 職 員 数

公益社団法⼈ ⼭梨県建設技術センター
〒400-0805
⼭梨県甲府市酒折1丁⽬2075-2
TEL：055-232-0522(代表)
1968年(昭和43年)8⽉10⽇
理事⻑ 飯野 照久
７２名(男性:４９名 ⼥性:２３名) 
: 令和8年3⽉現在

山梨大学大学院
秋田大学大学院

茨城大学大学院
法政大学大学院

山梨大学
秋田大学
大阪芸術大学
神奈川大学
工学院大学
大東文化大学

千葉工業大学
中央大学
東海大学
東洋大学
日本大学
早稲田大学

山梨県立産業技術短期大学校

山梨県立甲府工業高等学校

北海道大学
武蔵工業大学
昭和女子大学他

社団法人山梨県建設コンサルタント協会設立

設立後、調査、測量業務を開始

設計・積算業務を開始

社団法人山梨県建設技術センターに名称変更

山梨県土木工事設計積算システム

オンライン端末設置

土木工事積算システムを市町村に提供開始

建築確認検査業務等を開始

公益社団法人へ移行

橋梁定期点検地域一括発注業務を開始

山梨県道路統合管理システムの運用を開始

設立50周年記念式典・記念講演

社会資本整備に関する研究助成事業を開始

市町村の営繕工事に関する支援業務を開始

昭和43年

昭和52年

昭和56年

平成 5 年

平成 7 年

平成15年

平成24年

平成26年

平成29年

平成30年

令和 2 年

令和 3 年



業 務 内 容

事 業 収 益

●公共事業の積算および施⼯管理など発注関係事務の補完⽀援業務
●社会資本に関する台帳の更新など公物管理事務の補完⽀援業務
●公共事業の適正かつ円滑な執⾏を⽀援する業務
●建築確認検査業務
●住宅関係法令等に基づく審査業務
●市町村道路ストックの維持・管理業務
約9.4億円 (R6年度)



●技術者の不⾜
●公共⼯事の品質確保

への不安
●インフラの適切な

維持管理

●⾼い技術⼒を持った
技術者集団による⽀援

●公共⼯事品質確保技術者
による⽀援

●GISを利⽤したインフラの
維持管理⽀援

⼭梨県建設技術センターは、県・市町村の建設⾏政を⽀援することができる
唯⼀の機関として、県・市町村から、⾼い信頼を得ています！
また、⽀援機関の積極的な活⽤は、国からも推奨されており、技術センター
への期待は益々⾼まっています！





❶公共⼯事の積算および現場技術業務など
発注関係業務の補完⽀援業務

甲府駅南⼝

新⼭梨環状道路
南部区間

中部横断⾃動⾞道
中富IC



❷社会資本に関する台帳の更新など
公物管理事務の補完⽀援業務

道路統合管理
システム

タブレットで
橋梁点検



❸公共事業の適正かつ円滑な執⾏を
⽀援する業務

市町村職員研修事業
社会貢献事業

災害復旧アシストエンジニア
派遣事業

ドローンでの撮影状況



❹建築確認検査業務・ 住宅関係法令等に
基づく業務

建築確認検査業務



❺市町村道路ストックの
維持・管理業務

橋梁定期点検地域⼀括発注業務



昇 給
賞 与
諸 ⼿ 当

勤 務 時 間
休 ⽇･休 暇

福 利 厚 ⽣

サークル活動
研 修

年１回
６⽉、１２⽉ 計４.65カ⽉（令和6年度実績）
通勤、扶養、住居、資格、管理職、時間外など
それぞれの⽀給要件に応じて⽀給
午前8時30分〜午後5時15分（うち休憩60分）
⼟・⽇曜⽇、祝⽇、年末年始（１１⽇以上）
年次有給休暇（⼊社時15⽇付与）、特別休暇（結婚、出産、忌引、
夏季、学校⾏事など）、傷病休暇、育児休業、介護休暇など
社会保険完備（健康保険、労災保険、雇⽤保険、厚⽣年⾦保険）
資格取得補助および資格奨励⾦⽀給
確定拠出年⾦制度、健康診断（⼈間ドック等）
慶弔⾒舞⾦、福利厚⽣助成制度（宿泊施設、レジャー施設
⻭科検診、予防接種等）、作業服貸与など

ゴルフ部、フットサル部など
新⼊社員研修、職務研修、全国建設研修センターなど

初 任 給
( 地 域 ⼿ 当 含 む )

(令和8年3⽉現在)247,104円大学卒



13

令和7年度
実績値

平均⽉残業時間※

14.4時間

平均年齢(正職員)

45.2歳

男⼥⽐率

男性 68 ％
⼥性 32 ％

平均有休消化率
（特別休暇除く）

77％

育児休業取得率

100%

平均継続勤務年数
（正職員）

17.9年

役職員数

72⼈

事業収益※

9.4億円

年間休⽇

123⽇

（※R6年度）





県・市町村を
⽀える

技術者集団に
なろう

転勤もなく
育児・⼦育て

しやすい
職場です



詳細は、 ホームページをご確認ください。

不明な点は、お気軽に下記の「問い合わせ先」までご連絡ください。

３名程度（⼟⽊職）採⽤予定⼈数

受付期間は４⽉１３⽇〜４⽉３０⽇です。


